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　最終予算額　 （Ａ)

　決　算　額 （Ｂ)

Ｂ(H24はＡ）のうち一般財源

 従事する職員数

 概算人件費 （Ｃ）

　概算事業費　（Ｂ(H24はA)＋Ｃ）

平成24年度事務事業評価シート （23年度実施事業分）

事業番号 02 09 05 中期総合計画主要施策番号 5‐04
担
当
課

部・課

事　業　名

S59

国庫･
県単

国庫補助事業・
県単独事業

実施期間 長野県男女共同参画社会づくり条例、長野県男女共同参画センター条例

実施方法 　県が直接実施

根拠法令等

男女共同参画センター管理運営事業

　企画部　人権・男女共同参画課

　3745

E-mail 　jinken-danjo@pref.nagano.lg.jp

内　線

②
事
業
コ
ス
ト

区　　分 単位

目指すべき姿
　県民の活動の場の提供と男女共同参画に関する講座・研修、相談業務及び情報提供を実施し、男女共同参画社会づくりを
推進する。

①
　
事
 
業
 
の
 
概
 
要
 
等

目　的
(必要性)

事業内容
・各種講座、行政担当者研修の実施
・一般相談、法律相談、カウンセリング
・情報の収集・提供

　県民による男女共同参画社会づくりに関する活動を支援するための総合的な拠点施設として、男女共同参画社会づくりの
促進に関する施策を実施し、男女共同参画社会の実現を図る。

対　象 　県民

78,927 ―

千円

24年度（当初）23年度 23年度事業費の主な内訳

・報酬：6,761千円
・報償費：1,827千円
・需用費（印刷費、消耗品、修繕費）：1,469千円
・委託料：39,095千円
　（指定管理料37,854千円：（株）東急コミュニティー）
・使用料：1,940千円
・工事請負費：25,263千円

49,974

22年度

60,159

90,332 80,091

23年度 24年度（見込）

　概　算
　人件費

3.30

千円 87,605

3.30 3.30

千円 54,244 49,532

人

50,727

106,178

千円

3,104 3,000

27,251 27,251千円 27,446

77,978

③
事
業
実
績

成果指標・活動指標内容 単位 22年度

センター利用率(成) ％ 39

左記以外のH23年度実績

セミナー総数(活) 回 31 34 31 出前講座14回999人の参加があった。

（効率指標　算出式）
　セミナー開催事業費 ／ セミナー回数

セミナー受講者(活) 人 2,872

41 43

<効率指標(単位当りｺｽﾄ等)>
セミナー回数

千円/回 33 29 35

④
事
業
の
成
果

事業の目標(H23) 事業成果・評価 評価区分

・各種講座を開講し、参加者の多くが講座の内容に
満足を得られるようにする。
・悩みを持つ相談者に対して適切な支援を行う。

・各種講座の受講者に講座内容についてのアンケートを実施したところ、概
ね７割の受講者が「満足」と回答した。
・相談は1,336件あり、それぞれの相談に対して関係機関と連携して支援し
た。

b
期待どおり

⑤
事
業
の
課
題

区　分 判　定　・　説　明

事業ニーズの変化 □　増加 ■　横ばい □　減少 判
定
の
説
明

・条例に定める基本理念の浸透や計画の達成に向けて具体的な
事業を展開する男女共同参画センターへのニーズは高い。
・長野県男女共同参画社会づくり条例第24条に基づく拠点施設
として設置され、県民、企業、市町村、関係団体等の自立的な取
組を促すためにも県が取り組む必要がある。

県の関与を見直す
余地

⑥
総
合
分
析
等

総合分析
(今後の課題、
取組方針等)

・女性のための就業支援など対象や課題を明確にした講座等の実施や、男性にとっての男女共同参画社会づくり
の意義を重視した講座、市町村支援を強化する。
・ＮＰＯや市民団体と協働で企画したセミナーを実施する。
・施設の管理については、平成24年度から５年間の指定管理としたことから、指定管理者とともにより一層の利用率
向上に取り組む必要がある。

特記事項 第３次男女共同参画計画に基づき、男女共同参画社会づくりをより強力に推進していく。

□　余地なし ■　当面余地なし □　余地あり

事業改善（有効性・
効率性）の余地

□　余地なし ■　当面余地なし □　余地あり


